
別紙１

基準名 ページ 編章節条枝番 項目等 改定・訂正後 改定・訂正前 備考

土木工事共通仕様書
P.3-2-22、
P.3-2-22

第３編 ２－３－５ 銘板工 図２－２－１ 別紙２－１参照 別紙２－１参照 別紙２－１

品質管理基準 P.6 5 上層路盤工 施工－必須「粒度（2.36㎜フルイ）」 中規模以上の工事：1回～2回／日 1回～2回／日 別紙２－２

品質管理基準 P.6 5 上層路盤工 施工－必須「粒度（75μmフルイ）」 中規模以上の工事：異常が認められたとき。 異常が認められたとき。 別紙２－２

写真管理基準 P.23 3-2-6-7-1 アスファルト舗装工（下層路盤工） 各層毎80mに1回（整正後） 各層毎40mに1回（整正後） 別紙２－３

写真管理基準 P.24 3-2-6-8-1 半たわみ性舗装工（下層路盤工） 各層毎80mに1回（整正後） 各層毎40mに1回（整正後） 別紙２－３

写真管理基準 P.25 3-2-6-9-1 排水性舗装工（下層路盤工） 各層毎80mに1回（整正後） 各層毎40mに1回（整正後） 別紙２－３

写真管理基準 P.27 3-2-6-12-1 コンクリート舗装工（下層路盤工） 各層毎80mに1回（整正後） 各層毎40mに1回（整正後） 別紙２－３

写真管理基準 P.28 3-2-6-12-6
コンクリート舗装工（転圧コンクリート版工）
下層路盤工

各層毎80mに1回（整正後） 各層毎40mに1回（整正後） 別紙２－３

写真管理基準 P.29 3-2-6-13-1 薄層カラー舗装工（下層路盤工） 各層毎80mに1回（整正後） 各層毎40mに1回（整正後） 別紙２－３

写真管理基準 P.30 3-2-6-14-1 ブロック舗装工（下層路盤工） 各層毎80mに1回（整正後） 各層毎40mに1回（整正後） 別紙２－３

出来形管理基準及び規格
値

P.1-184 10-4-5-10-1
支承工（鋼製支承）の「支承中心間隔（橋軸直
角方向）」

コンクリート橋 ±5
鋼橋 4+0.5×(B-2)

±5
4+0.5×(B-2)

別紙２－４

出来形管理基準及び規格
値

P.1-185 10-4-5-10-2 支承工（ゴム支承）の「摘要」
パッド型ゴム支承及び帯状ゴム支承について
は、「可動支承の移動可能量」及び「可動支承
の移動量」の測定は不要とする。

別紙２－４

土木工事施工管理の統
一事項

P.2-10-1 10.1.1
レディーミクストコンクリートの「配合の決定に
関する確認資料」

配合計画書 配合報告書 別紙２－５

土木工事施工管理の統
一事項

P.2-10-2 10.1.1
レディーミクストコンクリートの「配合の決定に
関する確認資料」

レディーミクストコンクリート配合計画書
※様式はJIS A 5308（レディーミクストコンクリー
ト）による。

レディーミクストコンクリート配合報告書 別紙２－５

土木工事施工管理の統
一事項

P.2-10-2 10.1.1
レディーミクストコンクリートの「配合の決定に
関する確認資料」

レディーミクストコンクリート配合計画書
※様式はJIS A 5308（レディーミクストコンクリー
ト）による。（H26.3.20改正）

レディーミクストコンクリート配合計画書
※様式はJIS A 5308（レディーミクストコンクリー
ト）による。（H23.12.20改正）

別紙２－５

共通仕様書等の一部改定及び一部訂正（平成26年3月）
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○ ○ 橋

３００ｍｍ

宮 崎 県
２０○○年○○月

道示（２０○○）○活荷重
定着方法 ： ○○○○
施 工 ： ○○○会社

13mm

８
ｍ
ｍ

２
０
０
ｍ

ｍ

＊板厚8mm、字厚5mm、計13mm

図５－１

○ ○ 橋
２０○○年○○月
宮 崎 県

道示（２００１）○活荷重
定着方式：○○○○○○

設計：○○○○会社
施工：○○○○会社

○ ○ 橋

３００ｍｍ13mm

８
ｍ
ｍ

２
０

０
ｍ
ｍ 宮 崎 県

２０○○年○○月

道示（２０○○）○活荷重
使用鋼材 ： ○○○○
製 作 ： ○○○会社

＊板厚8mm、字厚5mm、計13m m

図４－３

○ ○ 橋

２０○○年○○月
宮 崎 県

道示（２００１）○活荷重
使用鋼材：○○○○○○

設計：○○○○会社
施工：○○○○会社製作

別紙２－１



中規模以上の工事：

中規模以上の工事：

中規模以上の工事とは、
管理図を描いた上での管
理が可能な工事をいい、
舗装施工面積が10,000㎡
あるいは使用する基層及
び表層用混合物の総使用
料が3,000t以上の場合が
該当する。

別紙２－２
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出来形管理基準及び規格値 出来形管理基準及び規格値

単位：mm

1－184 1－185

編 章 節 条 枝番 工 種 測 定 項 目 規 格 値 測 定 基 準 測 定 箇 所 摘 要
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10 １ 支承工

（鋼製支承）

据付け高さ

注 1）
±5

支承全数を測定。

Ｂ：支承中心間隔（ｍ）

支承の平面寸法が 300mm 以下の場合

は、水平面の高低差を 1mm 以下とす

る。なお、支承を勾配なりに据付ける

場合を除く。

注 1) 先固定の場合は、支承上面で測

定する。

注 2) 可動支承の遊間（La,Lb）を計測

し、支承据付時のオフセット量δを考

慮して、移動可能量が道路橋支承便覧

の規格値を満たすことを確認する。

注 3) 可動支承の移動量検査は、架設

完了後に実施する。

詳細は、道路橋支承便覧参照。

可動支承の移動

可能量 注 2）

設計移動量

＋10以上

支承中心間隔

（橋軸直角方向）

ｺﾝｸﾘｰﾄ橋 鋼橋

±5
４＋0.5×

（B－2）

下

沓

の

水

平

度

橋軸方向

１／100

橋軸直角方向

可動支承の橋軸

方向のずれ

同一支承線上の

相対誤差

5

可動支承の

移動量 注 3）

温度変化に伴う移動

量計算値の 1/2 以上
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10 ２ 支承工

（ゴム支承）

据付け高さ

注 1）
±5

支承全数を測定。

上部構造部材下面とゴム支承面との接

触面及びゴム支承と台座モルタルとの

接触面に肌すきが無いことを確認。

支承の平面寸法が 300mm 以下の場合

は、水平面の高低差を 1mm 以下とす

る。なお、支承を勾配なりに据付ける

場合を除く。

注 1) 先固定の場合は、支承上面で測

定する。

注 2) 可動支承の遊間（La,Lb）を計測

し、支承据付時のオフセット量δを考

慮して、移動可能量が道路橋支承便覧

の規格値を満たすことを確認する。

注 3) 可動支承の移動量検査は、架設

完了後に実施する。

詳細は、道路橋支承便覧参照。

パッド型ゴム

支承及び帯状

ゴム支承につ

いては、「可

動支承の移動

可能量」及び

「可動支承の

移動量」の測

定は不要とす

る。

可動支承の移動

可能量 注 2）

設計移動量

＋10以上

支承中心間隔

（橋軸直角方向）

ｺﾝｸﾘｰﾄ橋 鋼橋

±5
４＋0.5×

（B－2）

支

承

の

水

平

度

橋軸方向

１／300

橋軸直角方向

可動支承の橋軸

方向のずれ

同一支承線上の

相対誤差

5

可動支承の

移動量 注 3）

温度変化に伴う移動

量計算値の 1/2 以上

別紙２－４



2-10-1

１０．材料関係

10.1 レディーミクストコンクリート

10.1.1 製造会社の材料試験結果、配合の決定に関する確認資料

土木工事共通仕様書の第１編３－３－２工場選定おける「製造会社の材料試験結果」及び「配合の

決定に関する確認資料は、下記のものとする。

（１）材料試験結果

セメント、骨材、練り混ぜ水、混和材の試験成績表

（２）配合決定確認資料

配合報告計画書、配合計算書

だだし、コンクリート品質管理監査会議の監査に合格した工場のコンクリートを使用する場合には、

「品質管理監査合格書の写し」と「レディーミクストコンクリート配合報告計画書」のみの提出とす

ることができる。

青：旧

赤：新

別紙２－５



2-10-2

旧
別紙２－５



土木工事施工管理の統一事項

2-10-2

レディーミクストコンクリート配合計画書 No.

平成 年 月 日

殿

製造会社・工事名

配合計画者名

工 事 名 称

所 在 地

納 入 予 定 時 期

本配合の適用期間 ａ）

コンクリートの打込み箇所

配 合 の 設 計 条 件

呼び方

コンクリートの

種類による記号
呼び強度

スランプ又は

スランプフロー

ｃｍ

粗骨材の最大寸

法

ｍｍ

セメントの種類

による記号

指定

事項

セメントの種類 呼び方欄に記載 空気量 ％

骨材の種類
使用材料欄に記

載
軽量コンクリートの単位容積質量 ㎏/m

３

粗骨材の最大寸法 呼び方欄に記載 コンクリートの温度
最高・最低

℃

アルカリシリカ反応抑制対策の方法
ｂ） 水セメント比の目標値の上限 ％

骨材のアルカリシリカ反応性による

区分

使用材料欄に記

載
単位水量の目標値の上限 ㎏/m

３

水の区分
使用材料欄に記

載

単位セメント量の目標値の下限

又は目標値の上限 ㎏/m
３

混和材料の種類及び使用量
使用材料及び配

合表欄に記載
流動化後のスランプ増大量 ｃｍ

塩化物含有量 ㎏/m
３

以下

呼び強度を保証する材齢 日

使 用 材 料 Ｃ）

セメント 生産者名
密度

g/㎝
3

Na２Oeq
ｄ）

％

混和材 製品名 種類
密度

g/㎝
3

Na２Oeq
e）

％

骨

材
No． 種類

産地又は

品名

アルカリシリカ反応性

による区分 ｆ）
粒の大きさ

の範囲 ｇ）

粗粒率又

は実積率
ｈ）

密度 g/㎝
3

微粒分量

の範囲 ｉ）

％絶乾 表乾
区分 試験方法

細

骨

材

①

②

③

粗

骨

材

①

②

③

混和剤①
製品名 種類

Na２Oeq
j）

％混和剤②

細骨材の塩化物量 ｋ） ％ 水の区分 ｌ） 目標スラッジ固形分立 ｍ） ％

配 合 表 ｎ） kg/m
3

ｾﾒﾝﾄ 混和材 水 細骨材① 細骨材② 細骨材③ 粗骨材① 粗骨材② 粗骨材③ 混和剤① 混和剤②

水セメント比 ％ 水結合材比 ｏ） ％ 細骨材率 ％

備 考

旧 JIS(H23.12.20改正)



土木工事施工管理の統一事項

2-10-2

レディーミクストコンクリート配合計画書 No .
平成 年 月 日

殿

製造会社・工事名

配合計画者名

工 事 名 称

所 在 地

納 入 予 定 時 期

本配合の適用期間 ａ ）

コンクリートの打込み箇所

配 合 の 設 計 条 件

呼び方

コンクリートの

種類による記号
呼び強度

スランプ又は

スランプフロー
ｃｍ

粗骨材の最大寸法

ｍｍ
セメントの種類

による記号

指定

事項

セメントの種類 呼び方欄に記載 空気量 ％

骨材の種類 使用材料欄に記載
軽量コンクリートの単位容積質
量 ㎏/m

３

粗骨材の最大寸法 呼び方欄に記載 コンクリートの温度 最高・最低 ℃

アルカリシリカ反応抑制対策の方
法 ｂ ）

水セメント比の目標値の上限 ％

骨材のアルカリシリカ反応性によ

る区分
使用材料欄に記載 単位水量の目標値の上限 ㎏/m

３

水の区分 使用材料欄に記載
単位セメント量の目標値の下限

又は目標値の上限 ㎏/m
３

混和材料の種類及び使用量
使用材料及び配合

表欄に記載
流動化後のスランプ増大量 ｃｍ

塩化物含有量 ㎏/m
３

以下

呼び強度を保証する材齢 日

使 用 材 料 Ｃ ）

セメント 生産者名
密度

g/㎝
3

Na ２Oeq
ｄ ）

％

混和材 製品名 種類
密度

g/㎝
3

Na ２Oeq
e ）

％

骨

材

No

．
種類

産地又は

品名

アルカリシリカ反応性

による区分 ｆ ）
粒の大きさ

の範囲 ｇ）

粗粒率

又は実積

率 ｈ）

密度 g/㎝
3

微粒分量

の範囲 ｉ ）

％絶乾 表乾
区分 試験方法

細

骨
材

④

⑤

⑥

粗

骨
材

④

⑤

⑥

混和剤①
製品名 種類

Na ２Oeq
j ）

％混和剤②

細骨材の塩化物量 ｋ ） ％ 水の区分 ｌ ） 目標スラッジ固形分立 ｍ ） ％

回収骨材の使用方法 n ) 細骨材 粗骨材

配 合 表 ｏ ） kg/m
3

ｾﾒﾝﾄ 混和材 水 細骨材① 細骨材② 細骨材③ 粗骨材① 粗骨材② 粗骨材③ 混和 剤① ｐ ） 混和剤②

水セメント比 ％ 水結合材比 ｑ ） ％ 細骨材率 ％

備 考

新 JIS(H26.3.20 改正)


